Ver.2020.4改訂版

第３号様式

学術相談契約書

東京都公立大学法人（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）は、次の各条により学術相談契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（定義）

第１条　本契約書において、次に掲げる用語は次の定義によるものとする。

(1)　学術相談とは、乙からの依頼に基づき、甲に所属する研究者がその教育、研究及び技術上の専門的知識に基づき指導助言を行い、もって乙の業務又は活動を支援するものをいう。
(2)　学術相談担当者とは、甲に所属し、学術相談を担当する者であって、次条に記載する者をいう。
(3)　学術相談料とは、乙が甲に対して支払う学術相談の対価をいう。
（学術相談内容等）

第２条　甲は、乙の依頼により、次の内容について学術相談を行うものとする。
(1)  相談題目

(2)  学術相談の内容
(3)  学術相談担当者
(4)  学術相談の実施期間　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
(5)  学術相談の回数
(6)  学術相談の場所
 (7)  学術相談料　　　　　　　金　　　　　　円（税込）
（学術相談の方法）

第３条　学術相談は原則として甲の場所で実施するものとする。ただし、必要に応じて、乙又は乙の指定する場所で実施することができる。
（学術相談料の支払い）

第4条 乙は、第2条に定める学術相談料を甲が発行する請求書により指定する支払期限ま　でに支払わなければならない。
２　甲は、乙から支払われた学術相談料については、原則としてこれを乙に返還しない。
３　学術相談担当者が乙の事業所その他乙の指定する場所において学術相談に従事する場合、

　 乙は、学術相談に伴う交通費及び宿泊費を負担し、これを直接学術相談担当者に支払う。

（発明等の取扱い）

第５条　学術相談の結果生じた発明、考案及び創作等の取扱いについては、当該発明等を生じた状況を勘案して甲乙協議の上これを決定する。
（秘密の保持）

第６条　甲及び乙は、学術相談に関し、相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た相手方の技術上又は営業上の情報（秘密である旨を表示したものとする。以下「秘密情報」という。）については、相手方の書面による事前の承諾なしに、これを第三者に開示し、又は漏らしてはならない。ただし、次の情報については、この限りではない。

(1)  相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た時に、既に自己が保有していたもの

(2)　相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た時に、既に公知となっていたもの
(3)　相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た後に、自己の責めによらずに公知となったもの

(4)　正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく、適法に取得したもの
(5)　相手方から開示又は提供を受けた秘密情報によることなく、独自に開発し、又は取得したもの
２　甲及び乙は、学術相談以外の目的のために秘密情報を使用してはならない。ただし、相手方の書面による事前の承認を得たときは、この限りではない。

(学術相談の公表)

第７条　甲及び乙は、学術相談実施の事実、学術相談の内容、学術相談の成果その他学術相談に関する事項を公表しようとするときは、当該公表の可否及び内容について、事前に相手方と協議し、同意を得なければならない。

(免責)

第８条　甲は、学術相談に基づく商品の販売、役務の提供その他乙の事業活動の結果について、何ら保証せず、また、当該乙の事業活動に起因する損害について、一切責任を負わない。
（契約の解除及び解約）

第９条　甲は、乙が学術相談料を支払わなかった場合その他乙が本契約に違反した場合において、相当の期間を定めてその是正を相手方に催告し、相手方においてこれを是正しないときは、本契約を解除することができる。

２　乙に次の各号の一に該当する事由が生じた場合、甲は、催告その他何らかの手続きを要せず、本契約を解約することができる。

(1)　破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算手続を申立て、又はそれらの手続の申立てを受けたとき。
(2)　銀行取引停止処分を受け、又は支払停止に陥ったとき。
(3)　差押え、仮差押え、仮処分、担保権の実行又は滞納処分を受けたとき。
(暴力団等排除に関する特約条項)
第１０条　暴力団等排除に関する特約条項については、別紙に定めるところによる。

（契約の有効期間）

第１１条　本契約は、第2条第4号に規定する学術相談の実施期間始期に発効し、終期若しくは第2条第5号に規定する回数の完了のどちらか早い時期まで有効とする。ただし、甲乙協議の上これを延長することができる。
（契約終了後の効力）

第１２条　前二条の規定により本契約が終了した場合においても、第5条から第8条までの規定は、なおその効力を有する。
（裁判管轄）

第１３条　甲及び乙は、本契約に関する訴えについて、東京地方裁判所をもってその専属的管轄裁判所とすることに合意する。

（協議）

第１４条　本契約に定めのない事項又は本契約に関する疑義を生じたときは、甲乙誠意をもって協議の上、これを定める。
　以上の約定を証するものとして、本契約書を2通作成し、甲、乙各々において1通を保有するものとする。

令和　　年　　月　　日

甲　　東京都八王子市南大沢一丁目1番地
東京都公立大学法人
産学公連携センター長　





　　　　　　　　　小　山　　明　子
 印

乙　　住所〇〇〇〇〇〇
　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
〇〇〇〇　　　〇〇　〇〇　　　　　印
別紙（暴力団等排除に関する特約条項）

（暴力団等排除に係る契約解除） 

第１条


甲は、乙が東京都暴力団排除条例（平成23年3月18日東京都条例第54号）に定める暴力団関係者又は東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱第5条第1項に基づき排除措置期間中の者として公表した者（ただし、排除措置期間中に限る。）（以下「暴力団関係者等」という。）であることが判明した場合は、本契約を解除することができる。この場合においては、乙への何ら催告その他の手続を要しないものとする。

２　甲は、前項の規定により本契約を解除したときは、これによって乙に損害が生じても、その責めを負わないものとする。
（不当介入に関する通報報告） 

第２条 

乙は、本契約の履行に当たって、暴力団関係者等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲への報告及び管轄の都道府県警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通報報告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。

２　前項の場合において、乙が管轄警察署に通報報告を行うに当たっては、書面を提出するものとする。ただし、緊急を要し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭により通報報告を行うことができる。なお、この場合には、後日、遅滞なく通報報告の内容を記載した書面を甲及び管轄警察署に提出しなければならない。

３　甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄警察署への通報を怠ったと認められるときは、東京都公立大学法人の契約から排除する措置を講ずることができる。

（以下、余白）










PAGE  

